（各課様式１）

予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：国際化推進費
	事業名　国際交流フォローアップ事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部観光国際局国際交流課国際連携係・国際交流係　電話番号：058-272-1111（内2357）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11345@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　18,304千円（前年度予算額： 14,700千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	14,700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	14,700

	要求額
	18,304
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	18,304

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　　諸外国との交流・連携をさらに深化させ、本県のＰＲ・地域活性化に役立てるため、また、２０１８年の知事トップセールスで新たに築いた人的ネットワークを強化するため、フォローアップ事業を行う。

とりわけ、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックは、交流相手国から多くの方に岐阜にお越しいただき、友好交流を深める有効な機会となる。このため、２０１９年には、各交流相手国を対象に、交流促進事業や岐阜県プロモーションを行う。
（２）事業内容

· 　これまでに関係を築いた海外の自治体等との交流を促進するため、相互訪問や覚書に基づく協力事業等の交流促進事業を実施する。また、そのための事前調査や打合せ等を実施する。
· 　知事などの県幹部が外国要人等と面談する際に、県産品をＰＲするとともに、県内企業の海外展開等に寄与することを目的として、県産品を土産として贈呈する。

· 　外国要人等が本県を訪問する機会を捉え、本県に招聘し、県民に広くその国を知っていただくとともに、本県の魅力をＰＲする。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　これまで本県で行ってきた海外との連携・交流関係をフォローアップするための経費であり、県負担が妥当。
（４）類似事業の有無
　　　なし
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	100 
	実演・講演等謝礼

	旅費
	4,534 
	交流先での打合せや事前調査に係る旅費

	消耗品費
	1,434 
	土産品、県産品購入

	会議費
	150 
	意見交換に伴う費用

	対外交流費
	1,650 
	情報交換・意見交換会費

	役務費
	1,050 
	通訳・翻訳費

	委託料
	7,898 
	セミナー、交流会の運営委託

	使用料
	1,488 
	車両借上げ

	合計
	18,304 
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　　これまでの国際交流の取組により本県が築いてきた諸外国との連携・交流関係や人脈を持続・発展させるためのフォローアップを通じて、情報発信力の高い外国要人等に対して、本県の「観光・食・モノ」の魅力を広く紹介し、県産品の販売促進や海外からの観光誘客の拡大を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	延べ外国人宿泊客数
	（H  ）
	60万人(H26）
	93万人
（H27）
	101万人

（H28）
	98万人

（H29）
	150万人
（H32）
	65.3％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　外国要人や諸外国からの訪問団等が来県する機会を捉え、県内の観光資源や主要施設を案内し本県の魅力をＰＲするとともに、県幹部との懇談会において本県の食をＰＲし意見交換を実施。また、知事などの県幹部が外国要人等と面談する際に、県内企業の海外展開等に寄与することを目的として、工芸品などの地場産品を土産品として贈呈し、地場産品のＰＲを行った（平成29年度実績：延べ21名）。
　また、覚書を締結している交流先自治体（フランス・オ＝ラン県、ベトナム・トゥアティエン＝フエ省及びゲアン省、モロッコ・ウジュダ・アンガット府ほか）との交流事業を実施した。新たに、モロッコ・マラケシュサフィ州と覚書を締結した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　帰国後、メディア等に岐阜県の魅力を伝えていただくことで、岐阜県の認知度向上に繋がると期待でき、本県のＰＲと地域の活性化に繋がっている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　
　○

	これまでに本県が行ってきた国際交流の取組が一過性のものにとどまることのないよう、諸外国との連携・交流関係や人脈を持続・発展させるためのフォローアップが必要。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	情報発信力の高い外国要人等に本県の魅力を紹介することは、観光誘客や県産品の販売促進、海外における本県の認知度向上に繋がると期待できる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	外国要人や訪問団の来岐にあわせて事業を実施することで、来県費用や宿泊費を県が負担する必要がなく、少ない費用で大きな効果を上げることができる。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　限られた滞在日程の中で、本県の観光資源や県産品を訪問者に紹介する必要があり、効率的・効果的な事業実施が最も重要。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　外国要人や諸外国からの訪問団に岐阜県の魅力を直接ＰＲできる有効な機会であり、継続すべきである。


